
第24回定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示事項

 

・連 結 計 算 書 類 の 連 結 注 記 表
 

・計 算 書 類 の 個 別 注 記 表

「連結計算書類の連結注記表」及び「計算書類の個別注記表」につきましては、
法 令 及 び 当 社 定 款 の 定 め に よ り 、 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト （ ア ド レ ス  
https://www.ags.co.jp/）に掲載することにより株主の皆様へご提供しており
ます。

ＡＧＳ株式会社

表紙



記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

連結注記表
１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記
(1) 連結の範囲に関する事項
連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称

・連結子会社の数　　　　　　　　３社
・連結子会社の名称　　　　　　　ＡＧＳビジネスコンピューター株式会社

ＡＧＳプロサービス株式会社
ＡＧＳシステムアドバイザリー株式会社

(2) 持分法の適用に関する事項
非連結子会社及び関連会社がないため、持分法の適用はありません。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項
すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

(4) 会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券の評価基準及び評価方法
・その他有価証券

時価のあるもの　　　　決算日前１ヶ月間の市場価格等の平均に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処
理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの　　　　移動平均法による原価法
ロ．たな卸資産の評価基準及び評価方法

・商　品　　　　　　　　　個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）
・仕掛品　　　　　　　　　個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）
・原材料及び貯蔵品　　　　最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）
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② 重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産（リース資産を除く）

・建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物
定額法

・その他の有形固定資産　　定率法
ロ．無形固定資産（リース資産を除く）

・自社利用のソフトウエア　　社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法
・その他の無形固定資産　　定額法

ハ．リース資産
・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

③ 重要な引当金の計上基準
イ．貸倒引当金　　　　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。
ロ．受注損失引当金　　　　　　受注契約に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末における受注契約に係る損失見込

額を計上しております。
ハ．製品保証引当金　　　　　　販売したソフトウエア等の無償補修に係る支出に備えるため、将来の補修見込額を個別に検討

した必要額及び売上高に対する過去の実績率を基礎とした見積額を計上しております。

④ 収益及び費用の計上基準
売上高の計上基準　　　　　　　当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が見込まれる受注制作のソフトウエ

ア及び請負契約については工事進行基準（進捗度の見積りは原価比例法）を適用し、その他の
請負契約については工事完成基準を適用しております。

⑤ その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
イ．退職給付に係る負債の計上基準

退職給付に係る負債は、従業員に対する退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見
込額に基づく退職給付債務の額を計上しております。
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方
法については、給付算定式基準によっております。
過去勤務費用は、発生時の連結会計年度に一括して費用処理しております。
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定
の年数（５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理
しております。
未認識数理計算上の差異については、税効果を調整の上、純資産の部におけるその他の包括利
益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。

ロ．消費税等の会計処理方法　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。
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⑥ 表示方法の変更
（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を当連結会計年度の期首か
ら適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示する方法に変更してお
ります。

２．連結貸借対照表に関する注記
有形固定資産の減価償却累計額 5,430,588千円

３．連結株主資本等変動計算書に関する注記
(1) 発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普通株式 17,845,932株 －株 －株 17,845,932株

(2) 配当に関する事項
① 配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額
（千円）

1株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日

2018年５月11日
取締役会 普通株式 98,151 5.5 2018年３月31日 2018年６月６日

2018年10月30日
取締役会 普通株式 97,988 5.5 2018年９月30日 2018年11月30日

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
（千円）

1株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日

2019年５月13日
取締役会 普通株式 利益剰余金 97,988 5.5 2019年３月31日 2019年６月５日
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４．金融商品に関する注記
(1) 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針
当社グループは、資金運用については短期的な預金等の安全性の高い金融資産に限定し、また、資金調達については銀行借入に
よる方針です。

② 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されています。当該リスクに関しては、当社グループの「信用リ
スク管理規程」及び「債権管理規程」に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、すべての取引先の信用状況
を定期的に把握する体制としています。
投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場リスクに晒されています。市場リスクについては、定期的
に把握された時価や信用情報が企画部所管の役員及び経営会議に報告されております。
営業債務である買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日です。
ファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に設備投資に必要な資金の調達を目的としたものであり、償還日は決算日
後、最長で９年10ヵ月後であります。
なお、流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）については、グループ各社で、月次に資金繰計画を作成する
などの方法により管理しております。

(2) 金融商品の時価等に関する事項
2019年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま
す。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません（（注２）参照）。

連結貸借対照表計上額 時価 差額

(1) 現金及び預金 3,867,225千円 3,867,225千円 －千円

(2) 受取手形及び売掛金 3,040,166 3,042,911 2,744

(3) 有価証券及び投資有価証券

　　　その他有価証券 1,340,344 1,340,344 －
資産計 8,247,737 8,250,481 2,744

(4) 買掛金 843,710 843,710 －
(5) リース債務(*1) 1,860,811 1,984,554 123,743

負債計 2,704,522 2,828,265 123,743

(*1)リース債務はリース債務（流動負債）とリース債務（固定負債）の合計額であります。
(注１)金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

(1) 現金及び預金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

(2) 受取手形及び売掛金
これらの時価は、一定の期間ごとに区分した債権ごとに、その将来キャッシュ・フローを回収期日までの期間及び信用リスクを加味した利率
で割り引いた現在価値により算定しております。
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(3) 有価証券及び投資有価証券
投資有価証券の時価については、取引所等の価格によっております。
なお、有価証券及び投資有価証券はその他有価証券として保有しており、これらに関する連結貸借対照表計上額と取得原価との差額は以下の
とおりであります。

種類 取得原価 連結貸借対照表計上額 差額

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

株式 567,531千円 1,295,203千円 727,671千円
その他 － － －
小計 567,531 1,295,203 727,671

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

株式 49,955 45,141 △4,813
その他 － － －
小計 49,955 45,141 △4,813

合　計 617,486 1,340,344 722,858

(4) 買掛金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。
(5) リース債務

これらの時価は、一定の期間ごとに区分した債務ごとに、その将来キャッシュ・フローを返済期日までの期間及び信用リスクを加味した利率
で割り引いた現在価値により算定しております。

(注２)時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区　分 連結貸借対照表計上額
非上場株式（その他有価証券） 380,502千円

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(3) 有価証券及び投資有価証券」には含めてお
りません。

(注３)金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

１年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超

現金及び預金 3,867,225千円 －千円 －千円 －千円
受取手形及び売掛金 3,027,746 12,420 － －
有価証券及び投資有価証券
その他有価証券のうち満期があるもの

（1）債券（国債） － － － －
（2）その他 － － － －

合　計 6,894,972 12,420 － －
(注４)リース債務の連結決算日後の返済予定額

1年以内 1年超2年以内 2年超3年以内 3年超4年以内 4年超5年以内 5年超
リース債務 483,301千円 421,546千円 369,884千円 286,304千円 89,592千円 210,181千円
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５．１株当たり情報に関する注記
(1) １株当たり純資産額 663円25銭
(2) １株当たり当期純利益 30円57銭
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記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

個別注記表
1．重要な会計方針に係る事項に関する注記
(1) 資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券の評価基準及び評価方法
・子会社株式  　　　　　　　　移動平均法による原価法
・その他有価証券

時価のあるもの  　　　　　決算日前１ヶ月間の市場価格等の平均に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処
理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの  　　　　　移動平均法による原価法
② たな卸資産の評価基準及び評価方法

・商　品  　　　　　　　　　　個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）
・仕掛品  　　　　　　　　　　個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）
・原材料及び貯蔵品  　　　　　最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

(2) 固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）

・建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物
定額法

・その他の有形固定資産  　　　定率法
② 無形固定資産（リース資産を除く）

・自社利用のソフトウエア  　　　社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法
・その他の無形固定資産  　　　定額法

③ リース資産
・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

(3) 引当金の計上基準
① 貸倒引当金  　　　　　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。
② 受注損失引当金  　　　　　　　受注契約に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末における受注契約に係る損失見込額を

計上しております。
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③ 製品保証引当金  　　　　　　　販売したソフトウエア等の無償補修に係る支出に備えるため、将来の補修見込額を個別に検討
した必要額及び売上高に対する過去の実績率を基礎とした見積額を計上しております。

④ 退職給付引当金  　　　　　　　従業員に対する退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき
計上しております。
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法に
ついては、給付算定式基準によっております。
過去勤務費用は、発生時の事業年度に一括して費用処理しております。
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年
数（５年）による定額法により按分した金額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理してお
ります。

(4) 収益及び費用の計上基準
売上高の計上基準  　　　　　　当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が見込まれる受注制作のソフトウエア及

び請負契約については工事進行基準（進捗度の見積りは原価比例法）を適用し、その他の請負
契約については工事完成基準を適用しております。

(5) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
① 退職給付に係る会計処理の方法  　　　退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結計算書類における会計処理

の方法と異なっております。
② 消費税等の会計処理方法  　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

(6) 表示方法の変更
（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等（以下「税効果会計基準一部改正」
という。）を当事業年度の期首から適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表
示する方法に変更するとともに、税効果会計関係注記を変更しております。
また、税効果会計関係注記において、税効果会計基準一部改正第４項に定める「税効果会計に係る会計基準」注解（注８）（評価性
引当額の合計額を除く。）に記載された内容を追加しております。
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2．貸借対照表に関する注記
(1) 有形固定資産の減価償却累計額 5,363,036千円

(2) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
① 短期金銭債権 6,704千円
② 短期金銭債務 36,749千円
③ 長期金銭債務 24,421千円

3．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

売上高 53,490千円
仕入高 290,344千円
販売費及び一般管理費 129,268千円
営業取引以外の取引高 185,579千円

4．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普通株式 150株 40,002株 10,400株 29,752株

（注）自己株式の株式数の増加は、取締役会決議による自己株式の取得40,000株、及び単元未満株式の買取りによる取得2株であります。自己株式の株
式数の減少は、譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分による減少10,400株であります。
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5．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
減価償却費超過額 43,805千円
退職給付引当金 33,345千円
未払賞与 147,265千円
投資有価証券評価損 37,000千円
未払事業税 14,022千円
受注損失引当金 1,138千円
製品保証引当金 10,074千円
確定拠出年金移行に伴う未払金 27,597千円
その他 60,186千円

繰延税金資産小計 374,436千円
将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △51,835千円
評価性引当額小計 △51,835千円
繰延税金資産合計 322,601千円

繰延税金負債
固定資産圧縮積立金 △52,192千円
その他有価証券評価差額金 △214,778千円

繰延税金負債合計 △266,971千円
繰延税金資産の純額 55,629千円

6．１株当たり情報に関する注記
(1) １株当たり純資産額 617円56銭
(2) １株当たり当期純利益 26円71銭

以 上
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